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資産の減損につ いて の会計基準に つ い て
神 谷 健 司
1 . はじめに
アメリカ では ､ 1 995年 3月 ､ 資産町減損 (im paire me nt of_ass ets) に顕す る会計処理基準と して ､
財務会計基準書第121号｢固定資産 の減損お よび処分予定の 固定資産 の会計+が設定されて おり ､
また国際基準委員会か らも 1 999年 8月 に国際会計基準書第 36 号 ｢資産の減損+ が減損会計に関
する基準値として 公表され てい る｡ イギリ ス で も固定資産 の減損を扱 っ た ｢固定資産お よび の れ
んの 減損+ が 1998年 7月 に公表されて い る ｡
つ い 最近わが国の 企業会計審議会にお い て ､ 減損会計に関す る会計処理基準 につ い て の 審議が
着手された ｡ 以前か らとく に建設 ､ 不動産とい っ た業界を中心 に ､ 固定資産の 評価問題 に つ い て
は指摘されてきた *1｡ またこ の 2 000年3月期決算におい て は販売用不動産の評価損を計上する企
業もかなり の数になるこ とが予想 され る｡
こ こで は わが国にお いて減損会計に関す る基準値が設定される際に べ ー ス となると考えられ る
アメリカ の財務会計基準121号 ､ お よび国際会計基準第36号との相違点に つ い て の概略 を述 べ て
い きたい と思う｡
2 . ア メ リカの会計基準
(1) 使用目的で保有する資産の減損処理
財務会計基準書第1 21号が対象するもの は ､ ①使用目的で保有する有形固定資産と無形固定資
産の減損､ および②処分予定の 有形固定資産と無形 固定資産 の減損 に つ い て で ある｡
まず使用目的で保有す る有形固定資産の減損処理 であるが､ 財務会計基準書第 121号で は､ 最
初に ､ 固定資産が減損 して い ると考えられる事象または状況 の 変化が生 じて い るかどうかを検討
する ことを求めて い るo こ の事象または状況 の例 として つ ぎの ようなも の をあげて い る.2o
(1) 資産の 市場価額が著しく下落して い るケ ー ス
(2) 資産 を使用す る範囲または方法の 著しい 変化 ､ ある い は資産 の相当な物理的変化が発生 し
て い るケ ー ス
(3) 資産 の価値に影響を及ぼす法的要素と経営環境の著 しい変化が 生 じて い たり､ あるい は規
制 当局に よる不利な規制と査定を受けたケ ー ス
(4) 資産 の取得または建設に要 した累積原価が当初予想 した金額を著 しく超過 して い るケ ー ス
(5) 収益獲得を日向 として使用する資産 に関して ､ 過年度の営業損失とキャ ッ シ ュ ･ フ ロ ー 損
失に加えて ､ さらに 当期に営業損失 とキ ャ ッ シ ュ フ ロ ー 損失が生 じ､ 継続的な損失が発生
すると予想され るケ ー ス
次に実際に減損が発生 して い るか どうか の テ ス トが実施 されるが ､ そ こ で将来 の キャ ッ シ ュ ･
フ ロ ー を予測する際の 資産単位の 問題が生 じる｡ 基準書で は個々 の資産 ごとにテ ス トが行われる
の では なく ､ 他の 資産 グル ー プの キャ ッ シ ュ ･ フ ロ ー か ら概ね独立 したもの として識別可能なキ
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ヤ ツ シ ュ ･ フ ロ ー をもたらす最小単位に グル ー プ化する こ とを求め て い る*3. そ して最小単位に グ
ル ー プ化された資産の使用 お よび最終的な廃棄から得られ るで あろう将来の 純キ ャ ッ シ ュ ･ フ ロ
ー を見積もり ､ そ の額が帳簿価額を下回 っ て い るか どうか を確認 し､ 下回 っ て い る事実が あれば
減損に よる損失が発生 して い る とみ なされ る ことになる｡ こ の段階で考慮 しなければならない 点
が 2 つ ある｡ まず将来 の キ ャ シ ュ ー ･ フ ロ ー を見積もる際に割り引か ない とい う点で ある｡ もう
1 つ は ､ 基準書では キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー の見積もり方法 を定めて い る訳 でなく ､ 合理的で立証可能
な倣定お よび予測に基づく最善の 見積もりが求 められて い るとい う点で ある*4｡
以上の プ ロ セ ス を経て ､ 資産が減損 して い るとみなされた の で あれ ば､ 資産 の帳簿価額と公 正
価値とを比較 し､ 減損損失は帳簿価額が 公正価値を超 える額と して測定され る こ とになる｡ 実際
に市場取引が あり､ 市場価額が存在す るような場合には そ の 市場価額が 公 正価値で あると考える
こ とが できるが ､ 固定資産 に つ いて はそ の ような市場が常に存在 して い るとは考えにく い ｡ そ こ
で基準書で は ､ 公正価値と して ､ 見積も られた将来の キ ャ ッ シ ュ ･ フ ロ ー を現在価値に割り引く
こ とに よ っ て測定す るこ とも考えて い る*5｡
(2) ひと つ の倣説例
次に減損損失が どのように測定され るか をひ とつ の 仮説例で示 して み よう｡
2 000年 12月 31日現在､ s社が$100, 00､ 原価償却累計額$40,0 00 の機械設備を保有 して い る
と倣定する｡ またこ の ケ ー ス にお いて ､ 経営者が当該資産は今後5 年間にわた っ て 毎年$10,0 00
の キ ャ ッ シ ュ ･ フ ロ ー を生み出すと予想 した｡
こ の 場合､ $60,0 00 の帳簿価額 は ､ 将来予測され る キ ャ ッ シ ュ ･ フ ロ ー の 合計金額で あ る
$50,000よりも大きい の で ､ 当該資産 は減損 して い るとみなされ ､ 次に減損損失 の金額 を決定す
る こ とになる ｡ も し経営者が適 正な割引率を8%と計算する の で あれ ば､ 将来の キ ャ ッ シ ュ ･ フ
ロ ー の割引現在価格 は$39,92 7(10,00 0× 3.9927となる｡ 帳簿価額である$60,0 0 と公 正価格 (将
来キ ャ ッ シ ュ ･ フ ロ ー の 現在価値) との 差額$2 0,927が減損損失と して認識 される ことに なる｡
(3) 処分予定の資産の減損処理
1年以内に資産の処分を予定 して い る場合には ､ 当該資産 の帳簿価額と公 正価値 (見積もり処
分費用控除後)の い ずれ か低い 方で報告され る*6｡ た だ し資産 の 処分が 事業セ グメ ン トの売却 にか
かわ ･3 て い る場合には ､ 会計原則審議会意見書第30号が適用 され ､ 帳簿価額と純実現可能価額 の
い ずれか低い方の 金額で報告され る こ とになる｡
こ こで仮説例 をあげるなら､ 1999年1 2月 31日現在､ 処分決定が なされた設備資産 (帳簿価額
$12 0,000､ 売却価額を$11 0, 00) を保有して いた場合を想定してみよう｡ 売却価額を公正価値と
し､ 見積処分費用$3,000で あれば､ 公 正価値 (売却価額) $110, 0 0か ら見積処分費用$3,000 を
差し引い た$1 07,000と帳簿価額$1 20, 00を比較 して ､ 低い 方 の $1 07,0 00で報告される｡ した
が っ て減損損失 として ($120,0 00- $10 7,000) が認識され る｡
3 . 国際会計基準
国際会計基準第 36号と して ｢資産の 減損+ が 1 998年 6月 に 公表 されて い る ｡ ここ では ､ そ こ
で の 処理がアメ リカ の財務会計基準書第 121号と異 なっ て い る点に つ い て の み言及する こ とにす
る ｡
■
こ の 2 つ の 基準書の相違点と して次 の 3点を指摘したい ｡
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(1) ア メリカ の財務会計基準書第1 21号で は ､ 使用目的で保有す る資産と処分予定の資産 を区
分 して規定 して い るが ､ 国際会計基準第36号で はそ の ような区分は行 っ て い ない ｡ そ の 理由と し
て ､ ｢企業が近い 将来に資産の 処分をして い る時には ､ 資産 の 正味売却価格は通常､ そ の使用価値
に等 しくなる｡ 実際､ 当該資産の 継続的使用 に よる将来キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー は通常ゼ ロ に近く なる
ため ､ そ の使用価値は大部分が当該資産 に つ い て受け取る正 味受取額から構成される｡ よ っ て 当
理事会は ､ I A S第3 6号で示 した回収可能額の 定義が処分予定の資産 に つ い ても適合し､ 別の要
件や指針を設ける必要性はない と考 えて い る+ .7とい っ た点 をあげて い る .
(2) ア メリカ の基準では ､ 減損が 生 じて い るか どうか を判 定す る際 には ､ 帳簿価額と比較す る
回収可能額を割引前の将来キャ ッ シ ュ ･ フ ロ ー として い る の に対 して ､ 国際会計基準で は ､ 帳簿
価額と比較す る べ き回収可能額を資産の使用価値または 正味売却価格 の いずれか高い 方と して い
る ｡ なお上記で示 した とおり ､ 国際会計基準で は ､ 使用 目的と処分予定の 資産 を区分 して規定 し
て い ない が ､ 使用日的の 資産に対 して は使用価値を､ 処分予定 の資産に対 して は正 味売却価格を
回収可能額と想定 して い ると考えられ る*8｡ こ こ で明らかなの は ､ 固定資産に減損が発生 して い る
か どうか を判断する時にアメ リカ の 基準で は ､ 帳簿基準では ､ l帳簿価額と割引されて い ない キ ャ
ッ シ ュ ･ フ ロ ー との 比較に なるが ､ 国際会計基準で は ､ 帳簿価額と回収能額と比較す るこ とにな
る｡ こ こで は ､ 割り引きの概念 が取り入れ られて い る ｡ その こ とに よ っ て ､ 国際会計基準 の方が
アメ リカ の基準よりも減損 を計上するケ ー ス が多く発生するで あろう こ とが予想される｡
(3) さらに国際会計基準で は ､ 減損認識後に ､ 回収可能額が上昇した場合に､ 減損の戻 し入れ､
それ を損益計算書に利益と して認識する こ とと して い る*9o 一 方 ､ ア メ 1)カで は使用 目的 の固定資
産に つ い て は ､ 過去に減損と して処理 した部分 の戻 し入れ は認 め られて いない ｡
こ の ように アメリカの 基準と国際会計基準との 間に は ､ い く つ か の大きな相違点が見 い だされ
るが､ そ の なかでも減損が発生 して い るか どうかの テ ス トを実施する時 ､ 帳簿価額と比較する将
来の キャ ッ シ ュ ･ フ ロ ー 数値を割り引くの か ､ 割り引かな い の か という点は ､ そ こで減損を認識
する の か否か という問題に大きく影響を及 ぼすと考えられる ｡ 同 じ事象が発生 して い ても ､ ア メ
リカ基準で は減損を認識しない が､ 国際会計基準で は減損を認識するとい うこ とも十分起 こりう
る｡
4 . わが国 の 対応
現在の 日本企業でアメリカ で上場 し､ S E C基準で連結財務書評諸表 を作成して い る企業は F
A S Bの財務会計基準書第121号を適用 して い る｡ そ の 1例 として松下電器産業を取り上げれば､
連結財務諸表の 注記の 部分で つ ぎの ような コ メ ン トがなされて い る｡ ｢平成9年度において ､ 主と
して D R A M の半導体の価格が市場競争の激化に より急激に低下 したた め ､ 半導体の製造子会社
の機械装置に米国財務会計基準審議会基準書第 121号を適用 し､ 57,2 90 百万円の評価損を損益計
算書の ｢営業外損益 - そ の他+ に計上 したo また､ 保有す る 一 部の土地の 価格下落に関連 して ､
当該資産に対 して ､ 31,372百万円の評価損を損益計算書の ｢営業外損益 - その他+ に計上 したQ+,*10
あくまで連結ベ ー ス で あるが ､ 2 つ の減損損失 を合計する と約 88 7億円に達 し､ か なり巨額な額
が計上されて い ることが わか る｡ しか しながらこの ケ ー ス でも､ 個別 ベ ー ス の 財務諸表 を作成す
る段階では ､ そ の ような損失の 計上はなされて い ない ｡
企業環境､ 経済環境の大きな変動 の なか で ､ 一 部の企業で は ､ 現行 の 会計基準の 枠組みの なか
で 固定資産の評価損等を積極的に計上 しようとする動きが見 られ る｡ また不動産業界価の販売用
-91-
不動産 に つ いて で あるが ､ 日本公認会計士協会か ら､ ｢販売用不動産等の 強制評価減の要否の 判断
に関する監査上 の 取扱い (秦)+ とい っ た 公開草案が 200 1年 1月 公表されて おり ､ 来年度か ら保
有する販売用不動産に つ い て 5 割以上価格が下落した場合に評価減を行うこ とを義務づ ける予定
で ある ｡ 2000年3月決算にお い て も+ 建設 ･ 不動産会社の いく つ か で 固定資産の評価損を計上す
る こ とが報 じられて い る*1l｡
現在 ､ わが国にお い て は , 減損に関す る会計基準は存在 してお らず ､ 今現在審議 されて い る ｡
まさに近 い将来に減損会計の 基準が整備 される こ とが確実で あるが ､ そ の ベ ー ス に なるもの はア
メリカ の財務会計基準書第1 21号､ お よび国際会計基準第3 6号で ある ことは いうまで もない ｡ し
か しこ の 2 つ の基準書に関 して ､ 基本的な点でも いく つ か の大きな相違が見 い だされた｡
テメ リカ の減損会計基準 の適用 にあた っ て は ､ キ ャ ッ シ ュ ･ フ ロ ー の 見積もり ､ 資産の グル ー
ピ ン グの方法 ､ 割引率 のヨ肇択 な どに関 して経営者に かなり裁量を与 えて い るo 将来 キ ャ ッ シ ュ ･
フ ロ ー の見積もりを悲観的に お こ なえば減損損失は より大きなもの になり ､ またグル ー ピン グも
やり方に よっ て は ､ 減損損失 は計算上生 じにくくなろう｡ ｢第 121与が経営者に相当な裁量 の余地
を与 えた こ とは , 比療可能 性をある程度犠牲にする かも しれない が ､ 各企業の 状況 に応 じた処理
を認 め る ことによ っ て 実行 コ ス トをか なり抑える こ とに成功 して い るの で は なか ろうか+ *12とい
っ た評価もあるか､ 現在でも F A S Bにお い て は ､ 財務会計基準書第 121号 を改正するプ ロ ジ ェ
ク トが進行中で ある *13｡ 現行 の 基準につ いて も 5 年の期間を経て ､ 実務的経験もある程度蓄積 し
て きたと考えられ るの で ､ FA S B の審議動向が こ の分野 の 具体的基準東定作り を開始したわが
国 にお い て有益な情報を提供する ことは いうまでもない ｡
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